
別紙２（様式1）           研究事業評価調書（令和２年度）      令和３年１月14日作成

事業区分 経常研究（応用） 研究期間 平成３０年度～令和３年度 評価区分 途中評価

研究テーマ名

（副題）

多様なニーズに対応した原料用茶葉栽培技術の開発

（原料茶葉安定生産による茶生産者の経営安定 ）

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 農林技術開発センター 果樹・茶研究部門茶業研究室 中尾隆寛

＜県総合計画等での位置づけ＞

長崎県総合計画
チャレンジ2020

戦略８ 元気で豊かな農林水産業を育てる
（3）農林業の収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化
①品目別戦略の再構築

新ながさき農林業・農山村活性化
計画

Ⅰ 収益性の向上に向けた 生産・流通・販売対策の強化
Ⅰ-１ 品目別戦略の再構築
⑥地域の特性を生かした工芸作物（茶・葉たばこ）の推進

１ 研究の概要(100文字)

食品加工用原料茶、ドリンク原料茶、高機能発酵用原料茶の生産に対応した茶栽培技術を確立する。

研究項目

① 食品加工用原料茶の栽培方法確立

② ドリンク原料茶の栽培方法確立

③ 高機能発酵茶原料に適する茶品種と原料ビワ葉の保存期間検討

２ 研究の必要性

１） 社会的・経済的背景及びニーズ

日本国内における緑茶需要の低迷が続いている中、国内外でドリンク原料茶や抹茶、粉末緑茶等の食品

加工用原料茶の需要は拡大している。しかし、本県では、これまで年間通しての原料茶葉の収穫や抹茶、粉

末緑茶用の茶栽培は殆ど行われておらず、それらの原料生葉を安定的に供給するための栽培技術は確立

されていない。

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性

平成22年度より大手ドリンクメーカーと契約した専用工場が西海市大瀬戸町で稼動し、順調に出荷量が伸

びており、ドリンク契約茶園面積は今後も増加することが期待される。また、平成 31 年度より東彼杵町にお

いて、本県初となる本格てん茶炉が稼動しており、てん茶生産の拡大が期待される。

高機能発酵茶は大手通販メーカー等の参入により販路拡大し、今後の生産量増加が期待される。

３ 効率性（研究項目と内容・方法）

研究

項目
研究内容・方法 活動指標

Ｈ
30

Ｒ
１

Ｒ
2

Ｒ
3

単位

①

摘採サイクルの検討
食品加工用茶葉が安定生産可能な

摘採サイクルの解明

目標 ３ ３ ３ ３
試験区

実績 ４ ４

適する品種の検討
食品加工用原料茶に適する品種の

選定

目標 ９ ９
品種

実績 ９ ７

② 年間摘採整せん枝サイクル検討
ドリンク原料茶の安定生産が可能な

年間摘採整せん枝サイクルの解明

目標 ２ ２ ２ ２
試験区

実績 ２ ２

③

適する茶品種と検討
原料ビワ葉の保存期間検討

高機能発酵茶原料に適する品種の

選定

目標 ３ ３
品種

実績 ５ ５

原料ビワ葉の保存期間検討
原料びわ葉保存期間が３ヶ月可能

か検討

目標 ３ ３
水準

実績 ５ -

二番茶摘採適期を遅らせる栽培方法の検

討

二番茶の摘採時期を遅らせることが

できる茶園管理技術の検討

目標 4 2
試験区

実績 4



１） 参加研究機関等の役割分担

２） 予算

※過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案

※人件費は職員人件費の単価

研究予算
（千円）

計
（千円）

人件費
（千円）

研究費
（千円）

財源
国庫 県債 その他 一財

全体予算 17,670 12,751 4,919 0 0 0 4,919

30年度 4,344 3,189 1,155 0 0 0 1,155

元年度 4,326 3,182 1,144 0 0 0 1,144

2年度 4,310 3,190 1,120 0 0 0 1,120

3年度 4,690 3,190 1,500 0 0 0 1,500

（研究開発の途中で見直した事項）

ビワ葉の３か月保管は困難であったため、通常６月上旬となる二番茶葉の摘採適期を遅延させることで、発酵

茶の生産期間延長が可能となる技術開発に取り組む。

４ 有効性

研究

項目
成果指標 目標 実績

Ｈ
30

Ｒ
１
Ｒ
2
Ｒ
3

得られる成果の補足説明等

①

食品加工用原料茶摘

採サイクル
１ １

長期間被覆による樹勢低下を回避し、品質と収量が安
定した摘採サイクル。

食品加工用品種選定 ２ ２ ２
県奨励・認定品種の９品種より、食品加工用原料茶に適
する品種

②
ドリンク原料茶栽培用

整せん枝サイクル
１ １

一、二番茶をドリンク原料茶として多量に収穫した場合
に翌年以降安定生産できる年間の摘採整せん枝サイク
ル

③

高機能発酵茶用品種

選定
２ １ 2

高機能発酵茶を製造し、カテキン類の減少率により、
CFPP含量を推定、適する品種を選定。

原料びわ葉の保管３

ｶ月
１ １ １

３ｶ月冷蔵保管した原料びわ葉で高機能発酵茶を製造
し、カテキン減少率を従来品と比較し、適否を判断。

二番茶摘採適期の遅

延技術
１ １

二番茶の摘採適期を 10 日程度遅らせることができる、
一番茶摘採後の茶園管理技術

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性
２）成果の普及
■これまでの研究成果

  ・長期被覆を連年にわたって行うと、収量が減少していく傾向にあったが、隔年で行うと収量の減少は抑え
られた。

   ・長期被覆した品種のうち、「おくみどり」は官能評価の点数が高く、かつ収量も安定していたため、長期被
覆に適する品種であることがわかった。

   ・樹勢の強い若い茶園では、三番茶まで摘採すると、翌年一番茶の芽数が増え、収量の増加につながる
が、樹勢の弱い茶園では、ニ茶後に更新を行ったほうが収量を維持できることがわかった

   ・高機能発酵茶に適する茶品種として、従来品種の「やぶきた」に加え、「さきみどり」もカテキン減少率が
大きく、香味評価が優れたため発酵茶に適することがわかった。

   ・ビワ葉は低温の長期保存により葉やけを生じ、発酵が進まなかったので、50 日以上の保存は困難であ
ると考えられた。

■研究成果の社会・経済・県民等への還元シナリオ
･研究成果は、地域振興局、農産園芸課等と連携をとり、関係する茶生産法人、株式会社を中心として現場
への早期普及を図る。

■研究成果による社会・経済・県民等への波及効果（経済効果、県民の生活・環境の質の向上、行政施策へ
の貢献等）への波及効果の見込み
・原料茶の生産量増加による茶農家の所得向上
・経済効果：108,600千円
① 食品加工用原料茶 生産量増：    40t(Ｒ2)- 24t(H28)＝16ｔ 生産額増：20,000千円(@1,250円)
② ドリンク原料茶   生産量増：   150t(Ｒ2)-100t(H28)＝50ｔ 生産額増：40,000千円(@800円)
③ 高機能発酵茶    生産量増：    20ｔ(Ｒ2)-  5ｔ(H28)＝15ｔ 生産額増：48,600千円(@3,240円)

（研究開発の途中で見直した事項）



別紙２（様式2）                       研究評価の概要

種

類
自己評価 研究評価委員会

事

前

（ 29 年度）

評価結果

(総合評価段階：Ｓ )

・必 要 性：Ｓ

国内における緑茶需要の低迷が続いている中、国

内外でドリンク原料茶や抹茶、粉末緑茶等の食品加工

用原料茶の需要は拡大している。しかし、本県では、

これまで年間通しての原料茶葉の収穫や抹茶、粉末

緑茶用の茶栽培は殆ど行われていない。

そこで原料茶葉を安定的に供給するための栽培技

術を明らかにする本研究は、今後の本県茶振興のた

めには必要不可欠である。

・効 率 性：Ｓ

平成 22 年度より西海市大瀬戸町でドリンク専用工

場が稼動し、平成27年度からは、ごとう茶生産組合で

原料用もが茶を生産、東彼杵町では新製茶ハイブリッ

トラインを用いた実証研究を行っている。これらの原

料茶生産法人及び地域振興局、農産園芸課と連携を

とり、原料茶葉に適した栽培技術を組み立てていくこ

ととしている。よって研究成果も迅速に県内茶生産者

への普及が可能である。

・有 効 性：Ａ

価格が低迷しているリーフ茶とは異なり、ドリンク原

料茶、高機能発酵茶は価格が安定おり、今後の販売

量増加が見込める。原料茶葉の安定生産技術確立に

より県内茶生産額が向上する。

・総合評価：Ｓ

茶価格が低迷する中、今後の茶生産者経営安定に

は、原料茶葉の販路拡大が必要であり、原料茶葉の

安定生産技術の確立は不可欠である。

（ 29 年度）

評価結果

(総合評価段階：Ｓ )

・必 要 性：Ｓ

国内でリーフ茶の需要が低迷し、国内外で抹茶や粉

末緑茶などの食品加工用原料茶およびドリンク原料

茶の需要が拡大する中、これらニーズに対応した栽

培技術を開発する必要性は高い。

・効 率 性：Ｓ

これまでの研究成果が適切に整理されていることに

加えて、本県では平成27年度から新製茶ハイブリッド

ラインを用いた実証研究が進められるとともに、平成

22 年度からは大手ドリンクメーカーと契約した専用工

場が稼動し順調に出荷量を伸ばすなど、本課題で取

り組む内容が直結する環境が整っていることから、効

率性は高いと言える。しかし、研究項目、内容が多く、

研究体制が十分かの検討は必要と考える。

・有 効 性：Ｓ

本課題の成果が直結する実需側の環境は整ってお

り、県の関連部署や関係法人と連携することで、開発

技術の早期普及が期待でき、有効性は非常に高い。

・総合評価：Ｓ

食品加工用原料茶やドリンク原料茶の需要が拡大

する中、ニーズに対応した茶の栽培技術を開発する

必要性は高く、また、実証研究の実績があり、実需者

側の環境も整っているなど、効率性や有効性も非常に

高い。原料茶葉の販路拡大は本県茶産業発展のため

に重要なものであり、早期の技術確立が期待される。

対応 対応

リーフ茶以外の多様なニーズに対応した原料茶葉

の栽培技術の早期技術確立を目指す。

途

中

（２年度）

評価結果

(総合評価段階：Ａ)

・必 要 性：Ａ

国内における緑茶需要の低迷が続いている中、国

内外でドリンク原料茶や抹茶、粉末緑茶等の食品加工

用原料茶の需要は拡大している。しかし、本県では、

これまで年間通しての原料茶葉の収穫や抹茶、粉末

（２年度）

評価結果

(総合評価段階：Ａ)

・必 要 性：Ａ

国内でリーフ茶の需要が低迷し、国内外で抹茶や粉

末緑茶などの食品加工用原料茶およびドリンク原料

茶の需要が拡大する中、これらニーズに対応した栽

培技術の開発は農家所得向上につながる研究として



緑茶用の茶栽培は殆ど行われていかったため、それ

らの安定生産技術は未確立となっている。

そこで原料茶葉を安定的に供給するための栽培技術

を明らかにする本研究は、今後の本県茶振興のため

に必要不可欠である。

・効 率 性：Ａ

需要の変化に対応するため、西海市大瀬戸町のドリ

ンク専用工場、ごとう茶生産組合の原料用もが茶、東

彼杵町では新製茶ハイブリットラインを用いた実証研

究に加え、本格てん茶工場の稼動など原料茶葉生産

が盛んである。これらの原料茶生産法人の動向にあ

わせ、茶生産者、地域振興局、農産園芸課と連携をと

りながら試験を実施している。また研究成果は研修会

等で早めに現場へと発信しており、効率性は非常に

高い。

・有 効 性：Ａ

価格が低迷しているリーフ茶とは異なり、ドリンク原

料茶、高機能発酵茶は価格が安定しており、今後の

販売量増加も期待できる。また、確立する技術は、県

内の各茶産地で導入が可能である。本研究の成果を

元に安定生産技術を確立することで県内茶生産額の

向上が見込めるため、有効性は非常に高い。

・総合評価：Ａ

リーフ茶価格が低迷する中、茶生産者の経営安定

のためには、原料茶葉の生産販売を拡大する必要が

あり、現場からの技術相談や要望の声も多く聞かれ

る。したがって、原料茶葉の安定生産技術の確立は

不可欠である。

必要性は高い。

・効 率 性：Ａ

茶工場、生産者、関係機関との連携により、効率的

に研究が進められている。しかし、研究項目、内容が

多いことから、成果を整理しながら、さらなる効率的な

研究を実施していただきたい。

・有 効 性：Ａ

本課題の成果が直結する実需側の環境は整ってお

り、県の関連部署や関係法人と連携することで、開発

技術の早期普及が期待でき、有効性は高い。

・総合評価：Ａ

食品加工用原料茶やドリンク原料茶の需要が拡大

する中、原料用茶葉の安定生産技術の確立は茶生産

者の経営安定のために重要な研究であり、早期の技

術確立が期待される。

対応 対応

得られた成果については関係者及び研究室内で検

討を行い、試験実施における改善点等を整理し、次年

度以降の効率的な研究の実施に努めたい。

事

後

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

対応 対応


